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１．はじめに 

 

近い将来，その発生が危惧されている大規模自然災害

による被害の軽減に向けて，個々の住民やコミュニティ

単位での対応が必要とされている．そして，このような

社会的背景を受けて，個々の住民の防災対策やコミュニ

ティ単位での防災対策を促進するための様々な手法を用

いた取り組みが全国各地で開催されており，その成果は

すでに多く報告されている．それらを概観すると，個人

の災害に対する危機意識を啓発したり，具体的な備えの

行動を促進したり，またコミュニティ単位での災害対応

計画を作成したりと様々な成果が挙げられている1)． 

その一方で，それらの成果は限定された一部の個人や

地域に対してのみの成果であるともいえる．例えば，個

人やコミュニティを対象とした防災に関する取り組みの

多くは希望者参加型で開催されており，そのために，こ

れらの問題に対して興味・関心を持たない個人は取り組

みに参加していないことが容易に想像される．また，各

自治体で耐震補強工事に対する様々な補助制度が用意さ

れているにもかかわらず，その利用率は低調であったり，

災害が発生するたびに何の備えもせずに無防備に被災し

ている住民が後を絶たなかったりしていることからも，

個人単位での防災対策が十分に実施されているとはいえ

ない現状が伺える．そのため，今後は効果的な防災に関

する取り組みの内容を検討するためでなく，現状におい

て防災対策に興味・関心を持たず，これらの取り組みに

参加しようとも思わない個人に対する対応であると考え

られる． 

本稿では，現状において防災対策に興味・関心を持っ

ていない個人に対して，「防災対策は自らで行うべきこ

と」という認識を与え，具体的な行動の実行を促す手段

の一つとして，マスメディアによる報道効果に着目した．

防災に関する情報を積極的に取得しようとしていない多

くの個人は，他の一般的なニュースと一緒に報道される

被災地の様子などに関する報道によって，災害や防災に

関する知識を間接的に得ているものと推察される．そこ

で，マスメディアによる災害報道がその読者の防災対応

に関する意識・行動に与える影響を検証することを本稿

の目的とする．具体的には，実際に発生した災害に関す

る記事を複数用意し，それらを読んだ結果，どのような

意識変化が生じ，その結果としてどの程度の行動変化が

生じ得るのかを把握する情報提供実験を行った．なお，

本稿では，防災対策に対する意識については，「防災対

策は自らで行うべきこと」であるという認識を持つこと

を阻害する認識として，「防災対策は行政がやるべき」

という行政に対する依存心に着目し，情報提供実験によ

って，行政に対する依存心がどれだけ低下するのかを計

測することとした．また，防災対策に関する具体的な行

動としては，情報提供後に居住地域の災害危険性をハザ

ードマップ等で把握することを促し，情報提供実験実施

１週間後に事後調査を行い，どの程度の被験者がそのよ

うな行動を行ったのかを把握することとした． 

 

２．マスメディアによる災害報道効果 

 

（１）マスメディアによる報道効果に関する既存研究 

メディア報道がその視聴者に与える効果に関する研究

は，これまでに市民の投票行動などを事例として，理論

的知見，実証的知見が積み重ねられてきた．そして，そ

れらの知見によると，メディアによる情報提供には，そ

の情報の受け手に与える影響について二つの問題点が存

在することが指摘されている． 

一つは，発信される情報の内容が送り手の意図に大き

く影響されてしまうという送り手側の問題点である．こ

れは“メディアの議題設定機能2)”と呼ばれるものであり，

現実世界で生起した事象のうち，メディア制作者の価値

判断のみに委ねられて選択された事象が報道されること

により，今何が重要な問題であるのかという人々の判断

に大きな影響を与えるというものである． 

もう一つは，メディア報道の効果は，受け手がその対

象事例に対して元来有している態度によって大きく異な

るという受け手側の問題点である．具体的には，受け手

が元来興味・関心を有している事象に関する報道につい
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ては積極的に情報を取得し，報道内容に沿った対処行動

が誘発されるものの，受け手にとって興味のない事象や

受け手の有している認知と相反する報道については無視

する傾向にあることなどが指摘されている2), 3)． 

 

（２）災害報道に関する既存研究 

なお，リスク認知と対応行動の関係性は，これまでに

も数多くの研究がなされており，ある程度の知見が集積

しつつある4)ものの，メディア報道が住民のリスク認知

に与える影響に関する知見は限定的であるといえる．た

とえば，死亡に関する報道量と住民のリスク認知の関係

を明らかにしたもの5)や，メディア報道に限らず，災害

の目撃経験が住民の行動に及ぼす影響に関する事例6)が

報告されているものの，その数は少ない． 

このようななか，筆者らは2004年に発生したインド洋

津波災害を対象に，この災害に関する報道が，津波被害

が想定されている地域の住民の危機意識や津波に備えた

具体的な行動の実行に与えた影響を把握した7)．この結

果より，インド洋津波の被災の様子を視聴したことによ

って，津波に対する危機意識，自助意識が啓発されたも

のの，具体的な備えの行動を実行するまでには至らなか

ったことが明らかとなった． 

 

（３）テキスト情報による防災対策に対する主体的意識

の形成に関する仮説 

先に示したインド洋津波に関する報道効果は，被災地

を襲った津波の脅威を伝える“圧倒的な迫力の映像”が危

機意識の啓発に効果的であったことが明らかとなったも

のといえる．そのため，映像や画像ではなく，新聞等に

よるテキスト情報として，どのような姿勢でどのような

内容を報道することが一般住民の防災対策に対する主体

的な意識を啓発するのかは未だ明らかとされていない．

そこで本稿では，どのようなテキスト情報が読者の防災

対策に関する自助意識を啓発するのか，また具体的な防

災対策を実施するのかをアンケート調査を用いた心理実

験により検証する． 

実験では，実際に発生した災害時の様子に関する記事

の中から，“行政対応の実態や不備・改善指摘のみを記

述した記事”と“行政対応だけでなく，住民対応の必要性

を指摘し，その実行を促す記事”の2つを用意し，それぞ

れの記事を読んだ被験者の災害対応に関する意識・行動

変化を把握する．なお，計測指標としては，「自然災害

による被害を小さくするためには、【A:行政による対

応】と【B:個々の住民や地域による対応】のどちらが必

要だと思いますか？」という質問に対して７段階で回答

してもらい，その結果を用いることとした．また，行動

指標としては，「インターネット等で地域の災害危険性

を確認する」という行動を用いた．このような行動を指

標として用いた理由としては，自らの居住する地域の災

害危険性を把握することは，防災行動として必要不可欠

であるとともに，被験者にとって比較的容易に行うこと

のできる行動であると考えたからである． 

 

３．実験概要 

 

実験は，インターネット調査会社を通して，webアン

ケートにより実施した．調査項目は，災害リスクに関し

てだけでなく，様々な社会問題に関する関心やその対応

等についての意識，地域の災害危険性認知を把握し，そ

の後，実際に発生した災害に関する記事を提示し，その

記事を読んだ後，災害対応についてのみ再度同一の質問

を行った．また，行動変化を把握するために，同一サン

プルに対してパネル調査を実施した．情報提供実験を含

む第1回調査は，平成21年2月4日（水）～9日（月）に，

第1回調査後の行動変化を把握するための第2回調査は平

成21年2月13日（金）～16日（月）の期間で実施し，1,6

00サンプルを得た． 

なお，このような方法で実験を実施した場合，その被

験者が偏った属性を持ったサンプルとなってしまう可能

性があることが考えられる．しかし，調査結果の利用を

ランダムに割り振られたサンプル群間で情報提供前後の

変化を計測することのみに限定することで，本実験を検

証することに用いることは可能と考える． 

 

（１）第1回調査の概要 

第1回調査では，情報提供実験として，1名の被験者に

対し，2つの記事を提示することとした．そして，前章

で示したように，それぞれの記事の内容については，

“行政対応の実態や不備・改善指摘のみを記述した内容”

と“行政対応だけでなく，住民対応の必要性を指摘し，

その実行を促す内容”の2つを用意した．具体的には，以

下の通りである． 

 1つ目の記事は，平成20年6月14日に発生した速岩手・

宮城内陸地震のおける緊急地震速報に関する内容の記事

を用いた． 

【行政対応の不備のみ指摘した内容】 

『緊急地震速報が機能しなかったのは周知が不十分で

あった行政に問題がある』という行政対応の不備のみを

指摘した記事（①行／833文字） 

【住民対応を促す内容】 

緊急地震速報発表後に適切な対応がとれた事例を紹介

し，『このような対応をとるためには日頃からの準備が

必要である』という住民対応を促す記事（①住／844文

字） 

2つ目の記事は，災害時の行政からの避難情報と住民

避難に関する内容の記事を用いた． 
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【行政対応の不備のみ指摘した内容】 

平成20年8月末に東海地方で発生した豪雨災害に関す

る内容で，『行政からの避難情報が適切に運用されなか

った』ことを指摘する記事（②行／1,221文字） 

【住民対応を促す内容】 

平成20年9月11日に発生した北海道十勝沖地震時の岩

手県大船渡市の津波避難の状況について，『避難情報を

聞いても避難しない住民の存在を指摘し，とにかく避難

し，情報がはずれて良かったと思える文化をつくること

が必要』という指摘の記事（②住／1,490文字） 

Webアンケートでは，1つ目，2つ目の記事のそれぞれ

について，行政不備のみを指摘した内容，住民対応を促

す内容のいずれかをランダムに提示することで，4つの

サンプル群を得た． 

 

（２）第2調査の概要 

第1回調査では，地域の災害危険性認知に関する質問

の後に，「ハザードマップや避難場所等については，各

市町村のホームページ等で公表している場合があります．

これまで見たことがなかった方はこの機会に調べてみて

ください．」という地域の危険性を確認することを促す

メッセージを提示した．そこで第2回調査では，第1回調

査後にこのような行動を行ったかどうかを把握すること

とした． 

 

４．調査結果 

 

（１）個人属性 

図-1に被験者の性別年齢構成を示す．これより，今回

の実験には30代，40代の比較的若い世代の方の参加者の

割合が高くなっていることがわかる． 

また，【災害】を含む8つの社会問題（経済，政治，

福祉，治安，教育，環境，災害，食の安全）を提示し，

それぞれの問題に対する“関心の程度”，“自らとの関係

の程度”，“対応の優先順位”を質問したところ，いずれ

の項目についても【経済】が1位となっており，【災

害】については，7位，4位，8位であった．つまり，今

回の実験の被験者は，災害対策は身近で自らに比較的関

係があるものの，関心やその対策の優先順位は低い問題

であると認識していることがわかる． 

 

（２）情報提供による防災対策に対する意識変化の把握 

図-2に情報提供群別に情報提供前後における防災対策

に対する意識の比較を示す．なお，ここで用いる意識指

標は，2章で示したように，「自然災害による被害を小

さくするためには、【A:行政による対応】と【B:個々の

住民や地域による対応】のどちらが必要だと思います

か？」という質問の回答を用いた．これより，1つ目の

記事で行政不備のみ指摘した内容，2つ目の記事で住民

対応を促す内容をそれぞれ提示したｸグループ（以下，

①行／②住）と，1つ目，2つ目の記事ともに住民対応を

促す内容を提示したｸグループ（以下，①住／②住）に

おいて，双方が同じくらい必要であるという回答の割会

が事前から事後で増加していることが見て取れる． 

また，回答結果を数値化し，その平均値を情報提供群

と事前・事後を固定因子とした二元配置分散分析を用い

て確率検定を行った．その結果，情報提供群と前後比較

の要因間で交互作用が有意となった（F(3,1596)=7.26, p<.
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図-1 被験者の性別年齢構成 
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01）．次に，情報提供群の単純主効果については，事前

においては有意とならなかった（F(3,1596)=1.57, p>.1

0）ものの，事後では有意となった（F(3,1596)=12.66, p<.

01）．そして，事前・事後の主効果についても有意とな

り（F(1,1596)=25.91, p<.01），①行／②住グループと①

住／②住グループにおいて情報提供前後で有意な差が確

認された．以上の結果より，2つ目の記事で住民対応を

促す内容を提示したグループで，情報提供以前よりも

「防災対応は行政がすべき」という依存心が低下したこ

とが確認することができた． 

 

（３）情報提供による防災対策に関する行動実行率の把

握 

図-3に第1回調査以前のハザードマップ認知率と第1回

調査後から第2回調査までの間のハザードマップ確認行

動の実行率を情報提供群別に示す．これより，第1回調

査以前の認知率は，情報提供群間で大きな差は見られず，

いずれの群もおいても，4割以上が公表されているかど

うかわからないと回答していることが見て取れる． 

そこで，事後の確認行動実施率を，情報提供群と事前

の認知状況を固有因子とした二元配置分散分析を用いて

確率検定を行った．その結果，情報提供群と事前の認知

状況の交互作用は有意とならかった（F(9,1517)=0.52, p>.

10）．また，情報提供群の単純主効果も有意な結果とな

らず（F(3,1517)=1.37, p>.10），事前の認知状況の単純

主効果のみが有意な結果となった（F(3,1517)=24.88, p<.

01）．すなわち，今回の実験では，事前に確認していた

人の方が確認していなかった人に比べて，情報提供後に

再度確認する割合が高いことが確認されただけで，どの

ような情報を提供したところで，その後，ハザードマッ

プによって地域の災害危険性を確認するということを促

す効果は確認することができなかったものといえる． 

 

５．まとめ 

 

情報提供実験の結果，住民対応を促す内容の記事を提

示することによって，防災対策に関する行政依存意識は

低下することが確認できた．その一方で，具体的な防災

対策の実行を促す効果は確認することができなかった．

今回の分析では，被験者の個人属性や事前の意識等を考

慮していなかったので，今後はそれらの属性を踏まえた

分析を行い，詳細な情報提供効果を検証したい． 
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図-3 情報提供群別ハザードマップ認知率と 
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